





















































































































































































































































































生　年 董事長 総経理 監事長 董　事 監　事
1920年代 1 0．1 0 0 2 0．3 23 0．3 7 0．2
1930年差 56 7．9 16 2．2 42 6．3 324 4．7 96 3．0
1940年代 319 44．8 201 27．4 315 47．5 228433．2 104833．3
1950年代 255 35．8 323 44．0 218 32．9 259437．7 119437．9
1960年代 78 10．9 192 26．1 84 12．7 158423．0 73223．2
1970年代 3 1．3 2 0．3 2 G．3 65 0．9 73 2．3
総　　数 712 100734 100 663 100 6874 1003150100
平均生年 1950．4 1954．5 1950．6 1953．3 1954．2






















董事長 4．6 24．4 60．0 19．9
上場企業 総経理 7．1 44．4 41．1 7．4
監事長 5．7 21．4 55．9 17．0
国有企業 2．2 22．2 57．3 18．3
胃体企業 3．6 34．9 51．9 9．6
私営企業 10．3 48．3 34．5 6．9
株式制企業 3．3 36．3 43．2 17．2























董事長 総経理 監事長 董　事 監　事
総　　数 868 100 869 100 842 100 8610 100 4260100
? 833 96．0 835 96．1 720 85．5 786791．4 339979．8


























董事長 総経理 監事長 董　事 監　事
博士（後） 7 8 1 118 5
修　　士 51 19．7 67 19．9 15 5．8 461 10．6 80 3ユ
研究生 55 44 13　． 335 45
大学／本科 295 51．4 284 47．5 186 37．5 234827．2 752 ！7．7
大　　専 157 27．3 184 30．8 216 43．5 179620．8 104324．5
高級中学 3 2 22 75 122










小　　学 0 1 0 1 2






















国有 集体 私営 株式制 外資系 大型 中小型
研究生 7．1 3．6 4．7 9．2 11．6 9．3 6．3
大学 45．2 18．6 9．9 34．8 40．1 50．626．1
大専 39．7 48．2 43．139．2 31．5 32．6 43．6
高中／押詰 7．4 25．7 34．1 13．813．4 6．1 20．2
初中／小学 0．6 3．9 8．2 3．0 3．4 1．4 3．8























戯事長 総経理 監事長 董　事 監　事
高級工程師 158 36．3 148 31．5 3 0．8 986 25．0 118 6．9
高級経済師 148 34．0 107 22．8 39 10．2 672 17．1 129 7．5
高級会計師 1 0．2 12 2．6 22 5．8 236 6．0 105 6．1
高級政工学 27 6．2 16 3．4 91 23．9 188 4．8 190 11．1
高級その他 6 1．4 6 1．3 5 1．3 47 1．2 20 1．2
工　程　師 26 64 21 424 139
経　済　師 33 56 57 671 219
会　計　師 0 14．9 17 30．4 29 36．5 262 37．6 245 50．6
政　工　師 4 6 52 115 257
律　　　師 2 0 1 9 5
助理工弓師 0 2 1 33 28










助理政工師 0 1 2 8 21
教　　　授 13 6 4 115 14
研究員／副 6 4．6 6 2．6 2 1．8 55 5．2 10 2．0
副　教　授 1 0 1 35 10
































職称なし 初　　級 中　　級 高　　級
全　　　　体 2．3 4．2 34．8 58．7
国有企業 1．0 2．1 30．2 66．7
集団所有企業 5．4 9．0 52．4 33．2
私営企業 17．3 20．7 37．9 24．1
一州企業 3．0 12．1 57．6 27．3
株式制企業 2．7 5．1 35．5 56．7



















企業内昇進 主管部門派遣 他企業から転入 合計
騙事長 162 72．3％ 27 12．1％ 35 15．6％ 224
副董事長 145 60．9 19 8．0 74 31．1 238
董　　事 880 59．5 65 4．4 53536ユ 1480
小　計 118761．1 11／ 5．7 64433．2 1942
総経理 160 80．8 12 6．1 26 13．1 198
副総経理 450 75．5 22 3．7 124 20．8 596
小　計 610 76．8 34 4．3 150 18．9 794
監事長 123 67．5 9 4．9 50 27．5 182
監　　事 41767．5 20 3．2 181 29．3 618
小　計 540 67．5 29 3．6 231 28．9 800


























工　業 1不動産 総　合 商業 公共事業 金　融
有効高本数 250社 20社58社 48社 28社 2社
平均董丁数 9．7 8．6 9．9 9．8 10．0 13．0
外部董脚数 2．8 3．1 4．1 3．3 4．1 10．0
内部臣事数 6．9 5．5 5．8 6．5 5．9 3．0

























党組織幹部 工会代表 従業員代表 法人株主代表
全　　体 35．1 25．7 19．3 13．8
Aタイプ 40．0 26．7 17．1 11．3




















董事長 副董事長 常務董事 董　　事 執行董事 非執行董事ム口　　計
総　経　理 174 194 3 443 3 817
常務副総理 0 11 0 48 2 61
副総経理 1 43 7 1070 6 ユ127
総工程師 5 1 52 1 59
総経済師 1 4 0 31 36
総会計師 2 0 111 113




無兼任／不明 691 615 5 4705 26 6042



































副董事長 11 65 4　一











































































董事長 董　事 監事長 監　事 総経理
平均値（元） 39476 30852 2805822449 46861
中央値（元） 30088 20840 19890 1608933600






4－5万 22　　　8．6 126　　7．014　　5．8 32　　3．837　　11．2
5－10万 49　　19．1244　　13．526　　10．954　　6．4 64　　19．4
10－20万 12　　　4．7 44　　2．4 7　　　2，9 7　　　0．818　　　5．5
20－30万 3　　　1．2 7　　0．4 0　　0 2　　　0，2 5　　　1．5




















































国　　有 集　　体 私　　営 株式会社 有限会社 外資系 合　　計
10万元以上 0．6 9．5 30．9 12．9 9．8 20．8 48．1
6－10万元 3．9 8．0 19．9 14．5 10．1 17．6 25．0
4－6万元 7．9 8．7 15．0 14．9 10．9 20．1 10．7
2－4万元 25．0 23．5 14．2 25．5 27．0 25．7 8．5
2万元以下 62．6 50．3 20．0 32．3 42．2 15．8 7．7







全体 A B C D E
年俸制 20．3 21．4！9．4 15．235．3
月給制 61．9 10057．1 74．2 63．6 58．8
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国有 処体 私営 株式制 外資系 港蓮台 合計
月給・奨励金 84．5 79．9 51．5 75．4 80．474．6 76．6
年俸制 13．2 12．1 14．120．0 14．5 14．614．8
リスク担保制 6．7 7．5 4．6 6．1 2．7 4．3 5．8
株式利息配当 2．1 8．6 25．8 27．0 9．5 12．4 12．5
その他 2．6 2．5 12．8 1．2 2．0 4．9 3．5
















董事長 副筋事長 董事 監事長 監事 総経理
平均値（株） 25632 13539 1183611279 6326 22179
中央値（株） 8000 5000 3000 4000 2000 6500






5－10万 14　3．6 10　2．351　1．78　2．1 10　0．815　4．2
10－50万 11　2．84　0．9 42　1．45　1．3 4　0．3 11　3．1　　　一
50万超 4 1 5 1 1 1
（n） 390 438 2975 372 1260 357
出典）『中国証券報』掲載の1998年度各社年報摘要より集計。
ば，董事長（A），董事（B），監事（C）のあいだの持株数状況は，1）序列型
（A＞B＞C），2）完全均等型（A＝B二C），3）部分均等型（A＞B＝C，また
はA＝B＞C），および4）不規則型に一応区分できる。董事および監事のあい
だの持株数にある程度の差がみられるのが普通であるが，部分均衡型は前記の
条件で董事および監事の大部分が同数の持株をもつ場合を指している。序列型
は表3－5にみられる各役職者の平均持株数の序列と同じという意味で最も典型
的な型である。完全均等型はすべての，またはほとんどの役職者の持株数が同
じ場合であり，この事例は意外と多い。部分均等型も数多くみられる。役職者
の持株数はそれぞれの資金力，役職・地位のレベル，企業内部者か否か，など
の条件に影響されるだけでなく，役職者のあいだの横並び的な意識もかなり影
響しているようにみうけられる。
　他方で自社株をもたない経営者もかなり多いことも注目される。1998年度の
サンプル調査では（持株数が記載なく不明である場合も株式を持たないものと
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解釈すると）流事長の26．7％，監事長の30．1％，総経理の22．6％，董事の41．
5％，監事の35．5％がそれぞれ自社株をもっていない。全役職者5867人中の
2251人，38．4％がもっていない。また1997年度における706社の高級役職者全
体のうち，自社株をもたない者は3862人で全体の34．3％を占めたという（『中
国証券報』1999年2月4日）。
　経営者の株式保有は会社経営に対する所有者意識や凝集性を醸成するととも
に，経営者へのインセンティブを与える効果が期待されている。ただし，現状
ではこれらの効果はかなり限定的であると考えられる。
　第一に，かれらの保有する株式は個人レベルで少ないだけでなく，各社の株
式総数に占める比率も一般に極めて小さい。例えば，1997年度706社の役職者
のもつ株数の全株式総数に占める比率は0．048％に過ぎない。1999年度949社
においても役職者の持株数比率は0．042％にすぎない。従って，かれらは小株主
であり，株主としては会社経営に影響を与えられる存在ではとうていありえな
い。
　第二に，株式所有に対するリターンとしての配当と値上がり益についてはか
なりの制約がある。利益が出ている企業の多くは無配当政策を採用しているか，
配当率が比較的低い。そして前述のように各人の持株数が少ないので配当額も
取るに足らない。また役職者在職中は原則として保有株式の売却が禁止されて
いるので，その間に値上がり益を享受することもできない。また「内部従業員
株主」として株式会社改組にあたって株式の割り当てを受けた場合には，受領
後3年間は売却ができなかった⑦。
4　まとめと課題
　以上，上場企業の経営者の属性について初歩的な分析を試みた。経営者の属
性として考察した項目はかなり限られてはいるが，一定の特性が明らかになっ
た。経営者の個人的属性として，経営者の年齢，学歴，資格の特性が明らかに
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され，かれらは経済体制の中心であった国有企業の経営者と比較して若手の高
学歴，高資格の人々であった。組織的属性としてはかれらの兼職の多さが組織
的特性として明らかにされた。経済的属性としてはかれらが国有企業などと比
べて相対的に高い報酬を得ており，基本的に持株経営者であることが判明した。
ただ経営者の報酬が支配株主である親会社から支払われる事例が多いこと，持
株制は有効なインセンティブとはなっていないことなど，コーポレート・ガバ
ナンスの面での課題をかかえている。
　経営者の特性は企業のコーポレート・ガバナンスの構築とどのような関連を
もっているのかを具体的に検討することが大きな課題となる。例えば，学歴，
技術的資格が，経営者としての任用にどのような影響を与えているのか，経営
者の組織的配置は経営者の意思決定やコントロールに対してどのような影響を
与えているのか，経営者の経済的報酬と配分のありかたはかれらへのインセン
ティブやコントロールとどのように関連しているのか。そして経営者の特性は
企業の経営効率や発展とどの程度の関連があるのだろうか。これらは今後の研
究課題としたい。
注
（1）アメリカ法律協会の「コーポレート・ガバナンス」論については，Principles　of　Corporate
　Governance：　Analysis　and　Recommendations，　American　Law　lnstitute　Publishers，
　1994（邦訳『コーポレート・ガバナンス　　アメリカ法律協会「コーポレート・ガバナン
　スの原理：分析と勧告」の研究』日本証券経済研究所，1994）を参照。
（2）広義の解釈については，高橋俊夫編（1995）第一章，植竹・仲田（1999）序章，終章な
　どを参照。
（3）1990年代以降の中国におけるコーポレート・ガバナンス改革に関する研究は国詞亮・王
　目高（2000）が要約紹介している。
（4）中国の規定では株式制企業とは狭義には会社企業である有限会社と株式会社を指す。ま
　た広義には株式合作制企業（株式の従業員所有と意思決定における一人一票方式を結合し
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　たもの）を含める場合もある。
（5）この経営者の腐敗現象は特に90年代の企業制度改革以降，クローズ・アップされた。こ
　れをタイトルとした書物も刊行されている（例えば辛向陽・陳先奎「五九現象』華夏出版
　社，1999年。）
（6＞ちなみにTamの上場企業63社に関する実地調査はやや異なった状況を示している。す
　なわち，企業内部の経理または党書記であるケース34％，他の企業法人からの指名のケー
　ス30％，主管部門など行政機関の指名派遣のケース13％となっている（Tam，1999）。
（7）ただし，割当株としての「内部従業員株」の発行は1998年秋に中止された。従って，3
　豊後の2001年秋には「内部従業員株」が消滅する予定である。
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